
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
水を、 水素の存在で、活性成分として周期律第８
亜族の金属または金属化合物、またはそれと銅族の金属の組合わせを含有する担体付き触
媒を用いて処理することを特徴とする水から塩素酸塩化合物または臭素酸塩化合物を除去
する方法。
【請求項２】
周期律第８亜族の金属として、パラジウムを使用することを特徴とする、請求項１記載の
方法。
【請求項３】
担体材料として無機酸化物を使用することを特徴とする、請求項１または２記載の方法。
【請求項４】
担体材料として、Ａｌ 2Ｏ 3、ＳｉＯ 2、ＺｒＯ 2、ＭｇＯまたはＴｉＯ 2を単独かまたは相
互に組合わせて使用することを特徴とする、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
担体材料としてアルミノケイ酸塩、アルミノケイ酸マグネシウムまたは活性炭を使用する
ことを特徴とする請求項３に記載の方法。
【請求項６】
担体材料がＺｒＯ 2およびアルミノケイ酸マグネシウムを含有することを特徴とする請求
項３に記載の方法。
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【請求項７】
担体材料がアルミノケイ酸マグネシウムを含有することを特徴とする請求項６に記載の方
法。
【請求項８】
担体材料としてγ－酸化アルミニウムを使用することを特徴とする請求項４に記載の方法
。
【請求項９】
銅族の金属として銅または銀を使用することを特徴とする請求項１から８までのいずれか
１項記載の方法。
【請求項１０】
銅を使用することを特徴とする、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
全触媒における金属成分の分量が０．１～１０重量％の間であることを特徴とする請求項
１から１０までのいずれか１項記載の方法。
【請求項１２】
触媒が、触媒の全重量に対して０．１～５重量％のパラジウム含量を有することを特徴と
する請求項１から１１までのいずれか１項記載の方法。
【請求項１３】
触媒が、触媒の全重量に対して０．２～２重量％のパラジウム含量を有することを特徴と
する請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
パラジウムおよび銅で含浸した触媒を使用することを特徴とする請求項１から１３までの
いずれか１項記載の方法。
【請求項１５】
接触処理を少なくとも１つの流動層－、固定層－または渦流層反応器中で行うことを特徴
とする請求項１から１４までのいずれか１項記載の方法。
【請求項１６】
接触処理を二相－または三相反応器中で行うことを特徴とする請求項１から１５までのい
ずれか１項記載の方法。
【請求項１７】
水中への水素搬入を、水と触媒の接触と同時に行うことを特徴とする請求項１から１６ま
でのいずれか１項記載の方法。
【請求項１８】
水中への水素搬入を接触反応前に行うことを特徴とする請求項１から１７までのいずれか
１項記載の方法。
【発明の詳細な説明】
本発明は、水内容物、殊に酸化処理の化合物および副生成物を除去する方法に関する。
浄水の公知方法は、屡々多段階方法であり、その際たとえば熱アルカリ処理、酸化処理、
生物学的処理または吸着処理が種々に互いに結合することができる。
飲料水製造のため表面水をたとえば溢流濾過により利用することは公知である。衛生上の
理由からおよび飲料水規定の限界値を維持するために、殊に病原菌および有機物を除去し
なければならない。
同様に、たとえば膜分離法または濾過方法のような物理的方法は公知であり、使用もされ
る。
酸化可能な物質の存在における、たとえば塩素、次亜塩素酸塩、二酸化塩素およびオゾン
を用いる消毒による酸化的浄水においては、水を飲料水供給のため使用することができる
ようにするためまたは浄化された排水としてたとえば排水路に排出することができるかま
たは工業用水として生産工程において使用することができるようにするために除去しなけ
ればならない副生成物、たとえばハロゲン酸素化合物または臭素酸塩、ハロゲン化炭化水
素、たとえばトリハロゲンメタンも生じる。
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たとえばオゾンを用いる酸化処理により、ハロゲン化物、たとえば塩化物または臭化物が
次の反応機構により酸化される。
　
　
　
この反応は、ｐＨ依存性、酸化剤量依存性ならびに時間依存性である。
臭素酸塩イオンは検出可能な発ガン作用を有するので、臭素酸塩イオンは水から除去しな
ければならない。世界保健機構（ＷＨＯ）は、飲料水中の臭素酸塩含量は２５μｇ／ｌを
上回ってはならず、その際将来３μｇ／ｌの限界値を目指すことを要求する。
飲料水中の塩素酸塩イオンは望ましくないので、該イオンは水から除去しなければならな
い。二酸化塩素を用いる消毒においても望ましくない副生成物、たとえば亜塩素酸塩およ
び塩素酸塩が生じ、これらは明白に溶血性貧血症を惹起し、それで飲料水中に含有されて
いてはならない。
飲料水として利用すべきでない水からも、上記内容物は、その酸化電位が多くの場合に不
利に作用しうるので、除去しなければならない。
本発明の課題は、ハロゲン・酸素化合物を用い経済的に除去するかないしはその残留物濃
度を最小にすることのできる水処理方法を提供することである。
本発明の意味でのハロゲン・酸素化合物は、塩素酸塩－および臭素酸塩化合物である。
これらの化合物は、本発明によれば担体付き貴金属触媒を用い水素で還元される。
臭素酸塩の還元分解は次式に従って行われる：
　
　
塩素酸塩の還元分解は次式に従って行われる：
　
　
触媒としては、活性物質として周期律第８亜族の金属、たとえば白金、パラジウム、イリ
ジウム、ロジウム、とくにパラジウムまたはそれと銅族の金属、とくに銅または銀、殊に
銅との組合わせを含有する貴金属触媒が使用される。
本発明の好ましい実施形においては、パラジウム／銅－ないしはパラジウム担体付き触媒
が使用される。
担体材料としては、無機酸化物、たとえばＡｌ 2Ｏ 3、とくにγ－Ａｌ 2Ｏ 3、ＳｉＯ 2、Ｚ
ｒＯ 2、ＭｇＯまたはＴｉＯ 2が使用される。これらの材料の組合わせ、またはたとえばア
ルミノケイ酸塩、アルミノケイ酸マグネシウムまたは活性炭のような他の担体材料も同様
に適当である。とくに、防水性および耐磨耗性であるような無機材料が使用される。
本発明によれば、処理すべき水中へ水素ガスを搬入し、水素を含有する水を触媒と接触さ
せる。
好ましい実施形においては、金属成分としてとくにパラジウムおよび／またはロジウムま
たはパラジウムおよび銅族の金属、殊に銅を含有する触媒が使用される。触媒担体材料は
、公知のように金属成分で含浸される。
たとえば、表面範囲に濃厚部のある金属の不均一な分布を有する含浸された担体が使用可
能である。
同様に、１０～５０００μｍ、とくに５０～６００μｍの範囲内の粒径を有する材料が適
当である。
本発明の範囲内で、公知のようにパラジウム－、ロジウム－または銅含有触媒に対する毒
物として働くかまたは担体材料を攻撃する物質を有しない限り、水および任意出所の溶液
を処理することができる。本発明において、表現“水”はこのような水および水溶液を表
わす。
一方で本方法は、その純度が天然の濾過装置を流過した水に一致する水を処理するために
使用することができる。このような水は水溶性物質、たとえば無機塩を、地下水中に見出
される程度、従ってたとえば数ｇ／ｌまでの大きさで含有することができる。
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このような水は、たとえば地下水、泉水、地表水または岸濾過水または既に相応に予備浄
化した排水、たとえば煙道ガス洗浄からの工業廃水、またミネラルウオータ、レモネード
および果汁のような飲料である。
それで本方法は、飲料水浄化ならびにたとえば食品工業または飲料工業用の用水浄化の範
囲内での適用に適当である。
他方で、この方法は高度に汚染された排水中のハロゲン酸素化合物（たとえば塩素酸塩－
、臭素酸塩－濃度＞３ｇ／ｌ）を還元するのに適当である。
本発明によれば、水中への水素搬入を、水素ガスの直接導入によるかまたは適当な飽和装
置、たとえば静的ミキサ、泡鐘塔反応器を用いるかまたは膜を介して行うことができる。
他の公知方法も、同様に水素搬入に適当である。
本方法の好ましい実施形においては、水素での水の処理は自体公知の方法で、たとえばガ
ス飽和器を用いて行われるが、その際水素はできるだけ小球状かつ気泡形成なしに導入さ
れ、水中に一様に分配されることが重要である。その際、自体公知の透過ガス処理がとく
に適当であることが判明した。その際、水中へのガス搬入は微細な膜、たとえば未補強ま
たは織物補強のシリコーンゴム膜または複合膜として５～２０μｍの薄いシリコーン膜を
有する強固な支持膜を介して実施される。透過ガス処理の重要な特徴は、専ら拡散および
過程に基づく細孔不含膜材料中での物質輸送に基づく気泡不含のガス搬入である。透過ガ
ス処理のもう１つの利点は、、ガス搬入を、膜系中のガス分圧を圧力に依存する水中での
水素の飽和限界にまで簡単に増大するかまたは水の流動速度を高め、これにより膜－水の
層界面において境界層の縮小を行なうことにより増加することができることである。これ
は、大量の水素が必要とされるときに有利であることが判明した。
水素搬入は、水と触媒との接触と同時にまたは別個に行われる。好ましい実施形において
は、水素の搬入は本来の接触反応の前に行われる。
高いハロゲン・酸素イオン濃度の接触的分解のために、有利に水素を水と同時に三相反応
器（たとえば潅流層反応器）中で触媒と接触させる。
水の処理を少なくとも除去すべき物質の当量に一致するような量の水素の存在で実施する
のが有利であることが判明した。その際さらに還元可能な物質が存在する場合にはこれら
の物質も同様に還元される。
本発明による方法は、常圧またはたとえば１０気圧までの僅かな超過圧で作業することが
できる。水に対する水素ガスの溶解度は常圧および１０～２５℃の温度において２ｍｇ／
ｌ以下であり、圧力を倍加すればそのつど溶解度も倍加する。大量の酸素化合物を還元す
るために相応に大量の水素が必要とされるところでは、三相反応器の使用が有利であるこ
とが立証された。
水素での水の処理および触媒との接触を同時に行う限り、水を触媒と、本発明により除去
すべき物質を還元するために必要であるような時間の間接触させる。触媒処理は、固定層
－ならびに渦流層－または流動層反応器中で実施することができる。
処理は、連続的ならびに不連続的に行うことができる。
１実施形においては、たとえば既に酸化処理工程を通過したが、なおハロゲン・酸素化合
物ならびにたとえば残存痕跡量のオゾンが存在する、４～１２、とくに５～１２、殊に６
．５～９．０のｐＨ値を有する水をｑ、担体付き貴金属触媒が存在する少なくとも１つの
反応器中へ導入し、０～１００℃、とくに５～４０℃、殊に１０～２５℃および１～１０
ｂａｒで水素で処理される。
塩素酸塩イオンないしは臭素酸塩イオンを含有する水を、酸化前処理することなしに、直
接接触還元に供給することも同様に本発明の対象である。
それでたとえば、３～１４のｐＨ値およびたとえば４ｇ／ｌの臭素酸塩濃度を有する排水
を、５～９０℃の温度および１～１０ｂａｒの水素圧で、この方法により処理することも
可能である。その際、９０％以上の臭素酸塩変換率を得ることができる。
所望の場合には、水をカスケード状に直列に接続された、その都度１個のガス処理装置お
よび反応器を含有する幾つかの反応単位を順次に通過させることもできる。その際、１つ
の反応単位から次の反応単位に継送する場合の水のｐＨ値を場合により新たに制御するこ
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とができる。他の方法実施形において、本発明により除去すべき物質の含量がガス処理装
置および反応器を最初に通過する際に完全に除去されなかった水を、もう一度反応循環路
に戻すこともできる。
本発明による方法には、金属成分で含浸された多孔性担体材料から形成される金属触媒が
使用される。金属成分としては、パラジウムおよび／またはロジウムが使用される。パラ
ジウムを銅族の金属と組合わせて使用することも同様に本発明の対象である。銅族の金属
としては、殊に銅および銀が適当である。とくに、銅が使用される。
全触媒における金属成分の分量は、０．１～１０重量％、とくに０．１～５重量％、殊に
０．２～２．０重量％であってもよい。
触媒の全重量に対して、０．１～２．０重量％、殊に０．１～１．０重量％のパラジウム
含量が有利であることが立証される。
好ましい実施形において、触媒の金属成分としてパラジウムと銅の組合わせが使用される
。パラジウム対銅の重量比は、１：１と８：１の間、殊に１：１と４：１の間であっても
よい。
本発明の１実施形においては、担体が２０００Åの最低孔径を有するマクロ細孔の全細孔
体積に対して少なくとも２０％分量を有する二頂（ｂｉｍｏｄａｌｅ）孔径分布を有する
多孔性材料からなるか、または粒径に応じて、殊に５０～１０００μｍの粒径で、２０～
１００μｍの層厚において表面範囲に濃厚部を有する金属の不均一分布を有するか、また
は５０μｍより小さい粒径を有する粉末として存在する触媒を使用することができる。
二頂細孔分布を有する多孔性担体材料として、約４００Åまで、たとえば約５０～３５０
Åの間の孔径を有する小さい細孔の範囲内に孔径分布の１つの最大を有しかつ少なくとも
約２０００Åの孔径を有するマクロ細孔の範囲内に孔径分布の第二の最大を有する材料が
適当である。５０～３００Å、殊に５０～２００Åの孔径を有する小さい細孔の範囲内に
孔径分布の最大を有する担体材料が有利であることが判明する。マクロ細孔範囲に対して
は、約５０００～２００００Åの範囲内の孔径が有利である。二頂担体材料のマクロ細孔
割合は、迅速な拡散を保証するためには十分に高くなければならず、担体材料の種類およ
び大きさに応じて変化しうる。たとえば、全細孔体積に対して２０～８０％、たとえば２
０～６０％、とくに４０～６０％、殊に４０～５０％のマクロ細孔割合を有する二頂担体
材料が有利であることが判明する。均一な細孔分布を有する粒子では、大部分の細孔は３
０～１００Åの孔径を有する。粉末状粒子には、原則的に同じことが当てはまる。
本方法を実施する場合、反応試剤は活性範囲から迅速に除去される。
触媒の接触活性範囲からの反応試剤の迅速な拡散は、担体上に表面範囲に濃厚部を有する
金属の不均一な分布が存在することにより促進することができる。たとえば、金属が表面
に２０～１００μｍの浸透深さで濃縮されている不均一な金属分布が有利であることが判
明する。
触媒からの反応試剤の迅速な拡散は、粉末状触媒、たとえば粒子が５０μｍ以下、殊に２
０μｍ以下の粒径を有する触媒粉末の使用によっても達成することができる。
上記の構造を有する担体材料ないしは触媒のＢＥＴ比表面積は、約２０～３６０ｍ 2／ｇ
、殊に６０～３００ｍ 2／ｇの範囲内で変化しうる。２頂細孔分布を有する担体材料のＢ
ＥＴ比表面積は、典型的に２０－３０から２００ｍ 2／ｇの範囲内にあり、均一な金属分
布を有する粉末状触媒においては５０～２００ｍ 2／ｇの範囲内にある。
多孔度が先に記載したものと明らかに異なる担体材料を使用することもできる。それで、
たとえばアルミノケイ酸マグネシウムからなる実際に非多孔性の芯上に多孔性の酸化物層
を設けると、適当な担体材料が生じることを見出した。同様に、アルミノケイ酸マグネシ
ウムはこの多孔性層なしでも同様に適当であることを見出した。
これらの担体材料は、当然＜１～３０ｍ 2／ｇの範囲内のＢＥＴ比表面積を有する。
極めて種々の形の担体粒子を使用することができる。それで担体は、たとえば粉末、顆粒
、球、真珠、円柱、円筒または中空球の形で使用することができる。
流動層中の適用には、小さい粒度、たとえば粉末状触媒も適当である。
二頂孔径分布を有する担体材料は、自体公知の方法で製造することができる。たとえば、
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二頂孔径分布を有する多孔性セラミック材料の製造のために、製造の間担体素材に製造方
法の経過中に再び洗い流すかまたは焼尽することができ、その際マクロ細孔を形成する物
質を添加することができる。いわゆる焼尽物質としては、たとえば木粉、デンプン、ショ
糖のような燃焼可能な有機物または酢酸アンモニウムのような有機酸のアンモニウム塩、
またはカーボンブラックを添加することができ、これらの物質は引き続く担体粒子の燃焼
の際に材料から焼尽し、マクロ細孔を後に残す。この方法は、殊に二頂酸化アルミニウム
担体の製造のために適当である。たとえば、球状の酸化アルミニウム担体はドイツ国特許
（ＤＥ－ＯＳ）２５０４４６３号および２５４６３１８号に記載された方法に従い、酸化
アルミニウムヒドロゾルを熱時に加水分解可能な塩基、たとえばヘキサメチレンテトラミ
ンと混合し、混合物に水に不溶の可燃性有機物またはカーボンブラックおよび場合により
なおアルミナおよび／またはアルミナ水和物を混入し、次いで混合物を水と混じらない液
体中に高めた温度、たとえば６０～１００℃の温度で滴加または噴霧し、生成したゲル粒
子を水と混じらない液体中で沈殿温度でエージングさせ、それから洗浄および乾燥し、引
き続きか焼することにより得ることができる。
２頂孔径分布は、自体公知の方法で、後接された約６００～約１０００℃の範囲内の温度
における目的とする担体材料の調質により得ることもできる。この方法は、殊にＳｉＯ 2

担体における細孔を広げるのに適当である。それで、たとえば５０～３５０Åの孔径を有
するＳｉＯ 2担体材料を、後で調質することにより２頂担体に変えることができる。たと
えば、約２１５Åの孔径を有するＳｉＯ 2真珠状球体中に、７００℃での調質処理および
続く８００℃で１時間の調質により５０００～５００００Åの範囲内にマクロ細孔の２０
％割合を形成することができる。
金属成分での担体粒子の含浸は、それ自体触媒製造に通常の方法により行うことができる
。たとえば、金属塩または錯金属化合物を含浸法、スプレー法または沈殿法で担体材料に
設け、乾燥および次のか焼後、自体公知の方法で還元することができる。それで、たとえ
ば担体粒子を水または有機溶剤、たとえばエタノールのような低級アルコール、またはケ
トン、またはそれらの混合物中の金属塩または錯金属化合物の溶液または懸濁液で含浸ま
たは噴霧し、場合により６００℃までの温度、たとえば５００～６００℃で乾燥した後に
か焼し、次いで金属不含還元剤、とくに水素を用いるかまたは場合により５５０℃までの
範囲内の温度、たとえば約２００～５５０℃での熱処理下に、または水相中ホウ水素化ナ
トリウムまたはギ酸ナトリウムを用い１０～５０℃の温度で還元することができる。
担体材料上の金属分布は、自体公知の方法で含浸の形式により変えることができる。それ
で、たとえば可溶性金属化合物の溶液で担体材料を含浸する場合、含浸時間をたとえば１
～３０分の間で変えかつ溶剤を変えることにより、たとえば水または迅速に蒸発する有機
溶剤、たとえばエタノールのような低級アルコールまたはその混合物によるか、または含
浸する金属化合物の種類によるか、またはｐＨ値を変えることによって制御することがで
きる。
金属の浸透深さは、時間、ｐＨ値ならびに金属化合物に依存する。短い含浸時間により、
金属を主として担体材料の表面範囲だけに分布することが達成される。担体材料の表面範
囲における金属の十分な濃厚化は、沈殿法で、金属化合物の溶液または懸濁液を噴霧する
ことによるかまたは金属化合物を含有する液体で担体材料を塗布することにより達成する
こともできる。表面範囲に金属の濃厚部を有する不均一な金属分布を有する触媒、いわゆ
るシャーレ触媒（Ｓｃｈａｌｅｎｋａｔａｌｙｓａｔｏｒｅｎ）の場合の反応経過は、均
一な金属分布を有する触媒の場合よりも、拡散過程から根本的に独立である。
１実施形においては、飲料水浄化方法は連続的に実施される。この好ましい実施形は、水
を連続的に配量容器中へ導入し、該容器中でｐＨ値を調節し、必要な場合には酸の添加に
より最高ｐＨ１２、とくにｐＨ４とｐＨ１１の間、殊にｐＨ６．５とｐＨ９の間の値に調
節し、その後可変搬送能率を有する貫流速度制御ポンプによりそれぞれ１個のガス処理単
位および１個の反応器を含有する１個または数個の反応単位に導通し、該単位中で水は差
し当たりガス処理単位に案内され、その中で場合により加圧下の水素ガスで処理され、引
き続き金属触媒を有する触媒層を含有する反応器に案内され、その際水は合計、本発明に
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より除去すべき物質の還元に必要な数の反応単位を通過することができる。
得られた水は、自体公知の方法でさらに処理することができる。水は、実際に酸素、塩素
、塩素酸素化合物および臭素酸素化合物を有しない。水は、酸素不含水が必要とされるよ
うな目的のために、たとえば醸造水として直接に使用することができる。所望の場合には
、飲料水浄化の範囲内でも自体公知の方法で酸素の再吸収のために通気することができ、
その際場合によりなお溶解している少量のガス残量も除去される。
三相反応器中でハロゲン酸素化合物の高濃度を有する水を処理する場合、事前のｐＨ値調
節は必要でない。
次の例は本発明を説明するが、制限するものではない。

撹拌反応器中に、ＢｒＯ 3
ー イオン２ｍｇ／ｌを含有する水３６０ｍｌを装入した。撹拌

反応器中には、Ｐｄ触媒（Ｐｄ含量１％）５ｇが存在していた。１ｌ／ｈの水素搬入の場
合、１２分の滞留時間後に、臭素酸塩はもはや検出することができなかった。さらに、臭
化物イオン１．２ｍｇの量が反応生成物として生成した。

反応条件は例１類似：
Ｐｄ／Ｃｕ触媒（Ｐｄ１％、Ｃｕ０．２５％）を使用した。処理すべき水はＢｒＯ 3

ー イ
オン２ｍｇ／ｌを含有していた。１２分の滞留時間後に、臭素酸塩はもはや検出すること
ができなかった。臭化物イオン１．２５ｍｇ／ｌが反応生成物として生成した。

臭素酸塩の反応は、触媒流動層を用いて行った。Ｐｄ－Ｃｕ担体付き触媒（Ｐｄ１重量％
、Ｃｕ０．２５重量％）１００ｇを使用した。
０．５ｍｇ／ｌのＢｒＯ 3

ー イオン含量および６．３のｐＨ値を有する水を、１１ｌ／ｈ
の貫流速度および５ｂａｒで流動層に導通した。水中に、水素ガス２０ｍｌ／ｌが溶解し
ていた。排出した水中のＢｒＯ 3

ー イオン濃度は平均して０．０１ｍｇ／ｌ以下であり、
Ｂｒー イオン濃度は０．３～０．３２ｍｇ／ｌと決定することができた。

撹拌反応器中に、ＣｌＯ 3
ー イオン５ｍｇ／ｌを含有する水３６０ｍｌを装入した。撹拌

反応器中には、Ｐｄ触媒（Ｐｄ含量１％）５ｇが存在していた；１ｌ／ｈの水素搬入の場
合、１５分の滞留時間後にＣｌＯ 3

ー イオン濃度を０．１ｍｇ／ｌ以下の値に下げること
ができた。さらに、塩化物イオン２．１ｍｇ／ｌの量が生成した。

渦流層反応器中で、異なるＰｄ含有Ａｌｕゲル担体付き触媒を用い、完全脱塩水（ＶＥ水
）ならびに水道水を水素の存在で処理した。
次の作業条件を調節した：
水貫流：　　　　　　　７ｌ／ｈ
水素搬入：　　　　　　０．３ｌ／ｈ（２０℃、１ｂａｒ）
水の温度：　　　　　　　　１０℃
ｐＨ値：　　　　　　　７
圧力：　　　　　　　　５．８ｂａｒ（絶対）
達成された臭素酸塩還元は表１に示す。
分析値は、臭化物に対し２０μｇ／ｌの検出限界および±２０μｇ／ｌの標準偏差ないし
は臭素酸塩に対し２μｇ／ｌの検出限界および±２μｇ／ｌの標準偏差を考慮する。

撹拌反応器中に、塩素酸塩イオン９７２ｍｇ／ｌを含有する水３００ｍｌを装入した。撹
拌反応器中には、Ｐｄ／Ｃｕ担体付き触媒（酸化アルミニウム上、Ｐｄ０．２３％、Ｃｕ
０．２８％）５ｇが存在していた。Ｈ 2２ｌ／ｈを搬入した。反応温度９０℃で、３時間
の反応時間後に塩素酸塩イオンわずか３５ｍｇ／ｌしか検出することができなかったが、
塩化物イオン４０６ｍｇ／ｌを検出することができた。
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例１：

例２：

例３：

例４：

例５～８：

例９：

例１０：



潅流層反応器（三相固定層反応器）中に、Ｐｄ触媒［ＺｒＯ 2／コージーライト（ケイ酸
マグネシウムアルミニウム）上、Ｐｄ０．８９％］１０２１．６ｇが存在していた。この
反応器に、水素に対して付加的に３０００ｍｇ／ｌの臭素酸塩濃度を有する高度に汚染さ
れた排水（ｐＨ１１．７）３．７ｌ／ｈの連続的容積流を供給した。反応温度は６０℃で
あり；反応器中に４ｂａｒの圧力が測定された。経過中に、５０ｍｇ／ｌ以下の臭素酸塩
濃度が測定された、つまり９８％以上の接触的臭素酸塩分解が達成された。
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